
 

令和２年度遠野市一般会計補正予算（第７号）の要領 
 

１ 補正予算額 ３,３７５,２８５千円 

 歳入歳出にそれぞれ 3,375,285千円を追加し、歳入歳出予算の総額を25,255,573

千円とする。（当初予算比較では、46.4％の増） 

 

２ 新型コロナウイルス感染症対策に係る編成の視点 

(1) ケーブルテレビＦＴＴＨ化整備事業費の計上         3,342,985千円 

(2) ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費の計上          4,200千円 

(3) 新型コロナウイルス感染症経済対策に係る事業費の計上     24,500千円 

(4) 新型コロナウイルス感染症予防対策に係る事業費の計上      3,600千円 

 

３ 歳入歳出予算の内容 

(1) 主な歳入について 

14款 国庫支出金の増 1,643,141 千円 
 地方創生臨時交付金 741,529千円 

無線システム普及支援事業費等補助金 897,412千円 
ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費補助金 4,200千円 

 

15款 県支出金の増 4,500 千円 
 地域企業経営継続支援事業費補助金 4,500千円  

21款 市債の増 1,723,900 千円 

 

(2) 主な歳出について 

２款 総務費の増 3,342,985 千円 
 ケーブルテレビＦＴＴＨ化整備事業費 3,342,985千円  

３款 民生費の増 4,200 千円 
 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費 4,200千円  

４款 衛生費の増 3,600 千円 
 新型コロナウイルス感染症予防対策事業費 3,600千円  

７款 商工費の増 24,500 千円 
 新型コロナウイルス感染症経済対策事業費 24,500千円  

 

４ 主要事業 

  別添、資料№１「令和２年度一般会計補正予算（第７号）主要事業内訳」、 

     資料№２「新型コロナウイルス感染症対策事業内訳」のとおり。 

 



（単位：千円）

その他
の内訳

２　款　（総　務　費）

1 2 1 1 一般管理費 【大綱１】
ケーブルテレビFTTH化整
備事業費

ケーブルテレビのFTTH化
１　施工監理業務委託 　34,342千円
２　FTTH整備工事  3,305,002千円　ほか

3,342,985 1,615,341 1,723,900 3,744

３　款　（民　生　費）

2 3 2 3 母子福祉費 【大綱２】
ひとり親世帯臨時特別給
付金給付事業費

基本給付の再支給
１　基本給付 　11,450千円
２　追加給付　△7,250千円

4,200 4,200 0

４　款　（衛　生　費）

3 4 1 1 保健衛生総務費 【大綱２】
新型コロナウイルス感染
症予防対策事業費

医療機関感染症対策支援補助金
１　一般医療機関　600千円
２　診療・検査医療機関　3,000千円

3,600 3,600 0

７　款　（商　工　費）

4 7 1 2 商工振興費 【大綱３】
新型コロナウイルス感染
症経済対策事業費

１　中小企業家賃支援補助金　  4,500千円
２　飲食業経営持続化補助金　20,000千円

24,500 20,000 4,500 0

№ 款 項
県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

令和２年度　一般会計補正予算（第７号）事業一覧表

【大綱１】自然を愛し共生するまちづくり　【大綱２】健やかに人が輝くまちづくり　【大綱３】活力を創意で築くまちづくり　【大綱４】ふるさとの文化を育むまちづくり　【大綱５】みんなで考え支えあうまちづくり

目 目　　名
総合計画
大　綱

事　　業　　名 事　　　業　　　内　　　容 調 整 額
財　　源　　内　　訳

備考
国支出金

資料№１



※事業は№３、５の全額及び№４の一部に地方創生臨時交付金充当 単位：千円
№ 款 項 目 事　業　名 調　整　額

1
臨時特別給付
金

3 2 3
ひとり親世帯臨時特別
給付金

4,200

2
中小企業家賃支援補助
金

4,500

3
飲食業経営持続化補助
金

20,000

28,700

4 情報通信 2 1 1
ケーブルテレビＦＴＴ
Ｈ化整備事業

3,342,985

5 医療体制 4 1 1
医療機関感染症対策支
援補助金

3,600

3,346,585

3,375,285

基本給付の再支給
【対象】
　児童扶養手当を受給しているひとり親世帯等の方
【支給額】
　①１世帯５万円
　②第２子以降１人につき３万円

中小企業の家賃支援補助
【対象】
　①小売業、飲食業、宿泊業、サービス業、
　　道路旅客運送業者
　②令和２年11月から令和３年１月のいずれか
　　ひと月の売上が前年同月比で30％以上減少
　　した月があること
【交付額】
　３カ月分の家賃の１／２

外食需要の著しい収縮に伴う影響を鑑み、飲食業に
対し補助金を交付
【対象】
　①食品衛生法の飲食店の営業許可を受けている
　　市内の飲食サービス業の事業者
　②令和2年の年間売上が20%以上減少、又は、
　　令和2年9月以降に、ひと月の売上額が対前年
　　同月比で30％以上減少した月があること
【交付額】
　１０万円（定額）／事業者

小　計

ケーブルテレビのＦＴＴＨ化
１　施工監理業務委託
２　ＦＴＴＨ整備工事

新型コロナウイルス感染症の疑いのある患者の診察
等を行うため、感染症対策に係る設備・資材等を整
備する市内の医療機関に対し補助金を交付
【対象】
　国の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業
に申請した診療所（医科）
【交付額】
　①一般医療機関：10万円(上限)
　②診療・検査医療機関：100万円(上限)
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令和２年度　一般会計補正予算（第７号）　新型コロナウイルス感染症対策事業内訳

商工関連

項　目 事　業　内　容

資料№２
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